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４．保健・医療・福祉に関わる職員の人材育成の推進

H25 H26 H27 H28 H29

○保健師現任教育マニュアル
の評価指標項目の各期で獲
得してほしい能力①「個人・家
族支援」②「地域診断」③「人
材育成のための体制づくりを
整備することができる」につい
て、すべての項目で評価点4
以上の割合が50%に到達して
いない。

○現任教育担当者は各所属
により配置され、その役割が
発揮される。

○管理期保健師が研修により
その実践能力が発揮される。

○運営会議を開催し、効果的
な研修を企画・実施・評価をし
ていく。

○左記の各期に獲得してほし
い能力の評価指標について、
評価点4以上の割合が50%以
上となり、自己評価点と共に
向上する。

重点事業　（１５） 人材育成の推進

目指すべき姿(目標）
山梨県保健師現任教育推進事業を核として、すでに行われている各種研修手法を見直し、人材育成を体系的に実施することで管内
地域保健・福祉に携わる職員の資質向上を目指します。

現状と課題

【現状】
・中北保健福祉事務所では、地域保健の中核として管内の市町職員等の研修を企画し実施をしてきた。また、H24年度からは、保健
師の現任教育の中核保健所として位置づけられ運営会議を設置するとともに県内保健師の新人期とプリセプターの研修にも取組ん
できた。
　H24年7月に告示された地域保健対策の推進に関する基本的な指針で、保健所が市町村職員及び保健、医療、福祉サービスに従
事する者に対する現任訓練を含めた研修等を積極的に推進することが重要であることが示された。
【課題】
地域住民のニーズの高度化・多様化等の状況に的確に対応するため、さらに保健師を含む地域の保健福祉関係者の資質の向上に
取組み人材育成推進を図ること。

○様々な住民のニーズに柔
軟に対応しながら適切かつ安
全に保健サービスが提供でき
るよう、保健師の実践能力を
強化します。

○「保健師助産師看護師法」
等の改正により、新人保健師
の研修が努力義務化され、厚
生労働省から新人保健師研
修ガイドラインが公表されたこ
とを受け、人材育成の中核と
なる保健所を中心とした研修
体系を構築し、保健師現任教
育マニュアルに基づいた研修
を実施します。

○市町等が行う職場内研修を
支援し、保健師の資質向上を
図ります。

山梨県地域保健医療計画での位置付け
第3章　第4節　看護職員　第5節　管理栄養士・栄養士　第9節　介護サービス従事者、第5章　第5節　精神疾患
第6章　第7節　保健福祉事務所（保健所）

施策の展開
工程表（年度別事業計画） 目標

策定時 5年後（H29）
行動計画

○関係機関（県内の大学等）と
連携をとる中で運営会議を開
催し、人材育成の中核となる保
健所での効果的な研修を企画・
実施・評価

○H24年度より
新人及びプリセプター保健師
研修：各年4回

○新人を受け入れる全ての所
属で、研修の研修計画が立て
られ、職場内での研修体制が
構築できる。

○人材育成の中核となる本所では、
下記の研修や会議を行います。
・集合研修
　新人保健師研修
　プリセプター（実施指導者）研修
　現任教育担当者研修
　管理期保健師研修
・保健師現任教育運営会議

○管内において、下記の階層別研修
の充実に努めます。
①新任期保健師研修
②中堅期・リーダー期保健師研修
③管理期保健師研修

新人及び

プリセプター研修：年４回

管理期研修：年1回

運営会議：年2回

階層別のそれぞれ1～3回、

各期の課題から研修を計画

し実施

現任教育担当者：

H25は各所属の実態把握、

H26からは研修会を実施



○衛生行政に携わる職員の
資質向上を目指して、各種研
修手法の見直し等を行いなが
ら人材育成を体系的に実施し
ます。

日常的に実地指導等を実施 プログラムに基づく体系的な
研修を実施所管法令別の研修

プログラムの策定

策定したプログラムに基
づく研修の実施

○関係法令に基づく監視員に対し、
職務上必要な知識・技術等を習得さ
せるための体系的な研修を実施しま
す。

○地域包括支援センター（以
下「包括センター」という。）職
員（保健師、社会福祉士、主
任ケアマネの3職能）の資質
向上、包括センター機能に位
置づくケアマネ支援の強化と
して、 困難事例等個別支援
から、地域の課題抽出、地域
資源開発、政策提言等、地域
住民・専門職と協働しての地
域づくり等、地域包括ケアの
推進を担う人材育成を支援し
ます。

○包括センター職員の研修体
系の実態整理

○包括センターにおけるケア
マネ支援の実態把握（全体：
事例検討、研修会等、主任ケ
アマネ：連携、協働状況）

○各市町・包括センターでの
OJTとOff-JT、経験年数別・
分野別等を連動させた研修体
系、組織体制の整備が進む。

○各市町・包括センターにお
けるケアマネ支援、主任ケア
マネとの連携・協働が計画
的、継続的に進められる。

　実態整理、研修検討

　情報収集・提供、事業参画、評価
等

○県・保健所等関係機関・部署との
連携により関連研修体系（目的、対
象、内容等）を整理し、職能（職種）
別研修との関連も踏まえた研修を検
討、実施します。

○県及び所内、大学等との連携協働
により、市町への個別支援とともに、
市町が担うケアマネ支援（研修会等）
に参画します。

　研修計画作成、実践、評価・修正
　等

○自殺予防対策を推進するた
め、各相談機関の役割分担に
よるネットワークをひろげると
ともに、研修会等を通じて、相
談に携わる職員の資質の向
上を図ります。

○関係機関と共催し自殺未遂
者支援の方法について研修を
行っているが、相談支援担当
者の負担感があり、圏域での
支援体制が確立していない。

○研修会の開催や自殺未遂
者支援の確立により、相談支
援担当者の資質が向上してい
る。

○関係機関と連携した自殺対策人
材育成研修を実施し、地域の相談支
援担当者の人材育成を行い、自殺
未遂者支援を充実します。

○国及び県の行政施策に基
づき、地域の健康課題、地域
の実態に沿った取組みを行う
ため、管理栄養士・栄養士を
対象にした研修会等を通じ
て、資質の向上を図ります。

○地域診断による健康課題
の把握とそれに基づく効果的
な事業企画や評価が継続して
実施できる。

行政栄養士現任教育の実施

○未配置市町の解消

○潜在栄養士がいるが、市町
事業に協力してもらえる栄養
士が少ない。

○栄養士会と連携した潜在栄
養士の育成と活用が進む。潜在栄養士の発掘・育成

○H23年度に行政栄養士新任
期支援マニュアルを作成及び
栄養実習指導マニュアルを改
定した。マニュアルを活用した
研修を実施

○H24年度に災害時の給食施
設マニュアル策定の手引きを
作成し、災害時の栄養・食生
活の支援マニュアルを作成中
（H25年度中）

○災害時等に対応できるネッ
トワーク化が図られる。病院・福祉等職域別研修会の開催

及びネットワーク化

配置促進

○体系的な研修を行い、多様化する
保健医療ニーズに対応する栄養士
の人材育成とネットワーク化に取組
むとともに、栄養士未設置市町に対
して、配置を促進し、人材の発掘、育
成に努めます。

○栄養士未配置市町：１市１
町

学生臨地実習、栄養士研修会の実
施

研修会の実施：年1回（圏域での

支援体制確立を目指し、地域セーフ

ティネット連絡会議と連動）
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